
飯　山　市

令和６年度(2024年度）

　普 通 会 計 決 算 の 概 要

令和７年(2025年)７月

令和６年度（2024年度）決算審査資料



○歳入・・・182億7,663万5千円（前年度比 11億4,282万7千円 6.7％増）

○歳出・・・170億7,169万4千円（前年度比 8億8,379万2千円 5.5％増）

○決算収支の状況
（単位：千円）

○主な財政指標

将来負担比率は、将来負担額を充当可能財源等が上回ったため「－（数値なし）」となっています。

令和６年度（2024年度）普通会計決算の概要

区　　　　　分 6年度(2024年度） 5年度（2023年度）

歳出決算額　Ｂ 17,071,694 16,187,902

単年度収支　Ｆ 75,811

増　減

歳入決算額　A 18,276,635 17,133,808 1,142,827

実質単年度収支　Ｊ＝Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ

183,224

実質収支　　Ｅ＝Ｃ-Ｄ 952,402 876,591 75,811

財政調整基金積立額　Ｇ 301,899 307,531 △ 5,632

繰上償還金　Ｈ 0 0 0

財政調整基金取崩額　Ｉ 463,000 300,000 163,000

883,792

形式収支　　Ｃ＝Ａ-Ｂ 1,204,941 945,906 259,035

翌年度に繰越すべき財源　　Ｄ 252,539 69,315

△ 21,353 97,164

△ 85,290 △ 13,822 △ 71,468

将来負担比率 ―
（数値なし）

―
（数値なし）

実質公債費比率 11.7%

区分 6年度(2024年度） 5年度（2023年度） 増　減

経常収支比率 91.6% 91.7%

算出中
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◇歳入決算額の推移

（単位：百万円）

◇歳出決算額の推移
（単位：百万円）

◇実質収支の推移
（単位：百万円）
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○歳入決算の状況

（単位：千円）

（単位：百万円）
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５年度

(2023年度）

歳入決算額については、前年度と比べ 11億4,282万7千円（6.7％）増の182億7,663万

5千円となりました。

新たな小学校づくり事業や周辺の道路整備等による、国庫支出金増（3億5,327万円

18.0%）及び地方債の借入増（3億5,570万円 29.4%）などが主な増の要因となる一方、

ふるさと寄附金が（6,879万円 11.1%）の減となっています。
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６年度

(2024年度)

182億7千7百万円 171億3千4百万円

市税 2,505,341 2,549,032 △ 43,691 △ 1.7%

分担金、使用料等 388,316 400,479 △ 12,163 △ 3.0%

寄附金 557,589 633,817 △ 76,228 △ 12.0%

繰入金 1,330,333 1,091,778 238,555 21.9%

諸収入、財産収入等 756,423 741,060 15,363 2.1%

繰越金 945,906 960,279 △ 14,373 △ 1.5%

地方譲与税等 897,683 792,033 105,650 13.2%

地方交付税 6,321,490 6,129,055 192,435 3.1%

国・県支出金 3,007,154 2,625,575 381,579 14.5%

地方債 1,566,400 1,210,700 355,700 29.4%

歳入合計 18,276,635 17,133,808 1,142,827 6.7%

６年度

(2024年度）

５年度

(2023年度）
増　減 対前年度比区　　　分
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◇市税決算額の前年度対比
（単位：千円）

◇市税決算額の推移
（単位：百万円）

◇市税収納率の推移
（収納率：％）

～１.市税決算額は25億534万円～

令和６年度（2024年度）の市税は、前年度に比べて 4,369万円（1.7%）減の25億534万

円となりました。

定額減税の影響により市民税は1,206万円の減となり、加えて固定資産税 2,941万円の

減が主な要因となっています。

しかしながら、収納率については、99.6％と前年度から0.1%上昇し、市税の収入未済

額は前年度から371万円減の747万円となりました。

6年度(2024年度） 5年度(2023年度） 増　減 対前年度比
　市民税 897,166 909,221 △ 12,055 △ 1.3%

個　人 747,825 768,856 △ 21,031 △ 2.7%
法　人 149,341 140,365 8,976 6.4%

　固定資産税 1,270,784 1,300,190 △ 29,406 △ 2.3%
　軽自動車税 106,017 106,018 △ 1 △ 0.0%
　たばこ税 158,915 161,371 △ 2,456 △ 1.5%
　入湯税 8,306 7,024 1,282 18.3%
　都市計画税 64,153 65,208 △ 1,055 △ 1.6%

2,505,341 2,549,032 △ 43,691 △ 1.7%
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(2015)  (2016)  (2017)    (2018)  (2019)   (2020)    (2021)  (2022)   (2023)   (2024)
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◇交付税の推移 （単位：百万円）

◇市債発行額及び市債残高の推移 （単位：百万円）

～３.市債発行額は15億6,640万円～

令和６年度（2024年度）の市債発行額は、前年度と比べ 3億5,570万円（29.4％）増

の15億6,640万円（国が普通交付税を交付する代わりに特別に発行を認めている臨時財

政対策債2,130万円を含む。）となりました。

市債残高は、前年度末より2億4,489万円（2.1％）減の114億4,580万円となりました。

～２.地方交付税決算額は63億2,149万円～

令和６年度（2024年度）の地方交付税は、前年度と比べ 1億9,244万円（3.1％）増の

63億2,149万円となりました。

内訳は、普通交付税が1億2,092万円（2.3％）増の53億4,705万円、特別交付税が7,152

万円（7.9％）増の9億7,444万円となっています。
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◇地方譲与税等の前年度対比
（単位：千円）

法人事業税交付金 46,831 43,286 3,545

 軽油引取税･自動車取得税
 交付金

928 395 533

8.2%

15,322 3,679 24.0%自動車税環境性能割交付金 19,001

134.9%

3,904 2.1%

224 37.0%

地方譲与税

利子割交付金

区　　　分 ６年度(2024年度） ５年度(2023年度）

194,036

829

190,132

605

増　減 対前年度比

226,921

284,624

227,663

281,751〃　(社会保障財源分)

3,789 34.1%

8,765 79.1%

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

14,915

19,841

11,126

11,076

105,650 13.3%地方譲与税等合計 897,683 792,033

△ 242 △ 10.0%交通安全対策特別交付金 2,168 2,410

79,322 959.5%地方特例交付金(等) 87,589 8,267

△ 742 △ 0.3%

2,873 1.0%

地方消費税交付金(従来分)

～４.地方譲与税等の決算額は8億9,768万円～

令和６年度（2024年度）の地方譲与税等の総額は、前年度と比べ1億565万円（13.3％）

増の8億9,768万円となりました。

個人住民税における定額減税の実施に伴う地方公共団体の減収を補塡するための、地方

特例交付金が7,932万円の増、株式等譲渡所得割交付金が877万円の増となっています。
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◇地方譲与税等の推移

（単位：百万円）
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～５.地方消費税交付金（社会保障財源分）について～

　（歳入）

地方消費税交付金（社会保障財源化分）　　　284,624千円

　（歳出）

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 (単位　千円)

国（県）
支出金

市債 その他

地方消費税
交付金（社会
保障財源化

分）

その他

社会福祉総務費 239,682 224,723 14,959 2,674 12,285

障がい者福祉費等 22,621 12,379 10,242 1,830 8,412

老人福祉費 84,589 17 13,839 70,733 12,642 58,091

医療給付費 136,756 53,183 11,900 42,900 28,773 5,142 23,631

障害者自立支援費 605,024 435,865 169,159 30,233 138,926

児童福祉総務費 306,982 237,967 1,000 68,015 12,156 55,859

保育所費 231,619 88,285 28,622 114,712 20,502 94,210

母子等福祉費 8,366 1,567 275 6,524 1,166 5,358

児童福祉施設費 80,994 21,977 1,800 13,140 44,077 7,878 36,199

生活保護・扶助費 97,604 88,967 2,264 6,373 1,139 5,234

災害救助費 15,013 3,380 725 10,908 1,949 8,959

小　　計 1,829,250 1,168,310 14,700 101,765 544,475 97,311 447,164

国民健康保険 171,925 86,852 85,073 15,205 69,868

介護保険 400,903 16,675 384,228 68,671 315,557

後期高齢者医療 405,124 59,630 345,494 61,749 283,745

小　　計 977,952 163,157 814,795 145,625 669,170

保健予防総務費 328,090 438 41,300 90,640 195,712 34,979 160,733

健康増進費 26,193 3,211 14,441 8,541 1,526 7,015

母子保健費 38,918 9,606 10,468 18,844 3,368 15,476

市民健康診査費 17,315 837 7,011 9,467 1,692 7,775

無医地区出張診療所費 3,187 2,500 687 123 564

小　　計 413,703 14,092 43,800 122,560 233,251 41,688 191,563

3,220,905 1,345,559 58,500 224,325 1,592,521 284,624 1,307,897

　市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

区 分 経 費

財 源 内 訳

特定財源 一般財源

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

合 計

　地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、「消費税法第１条第２項に規定する経費（社会保障４経費：年金、
医療、介護、少子化対策）その他社会保障施策に要する経費」に充てるものとされています。

　社会保障施策とは、「社会福祉」、「社会保険」、「保健衛生」のいずれかに関する施策を言います。

　「社会福祉」　…　具体例：生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉など
　「社会保険」　…　具体例：国民健康保険、介護保険、年金など
　「保健衛生」　…　具体例：医療に係る施策、感染症その他の疾病の予防対策、健康増進対策など
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○歳出決算の状況

（単位：千円）

歳出決算額は、前年度と比べ8億8,379万円（5.5％）増の170億7,169万円となりました。

決算額が増額となった主な要因は、新たな小学校づくりや周辺道路整備等により普通建

設費が8億6,501万円（40.6%）の増、大雪に伴う除排雪経費等の増により維持補修費が2億

6,559万円（35.4％）の増、給与改定及び退職者数増等により人件費が2億3,534万円

（10.2%）の増などによるものです。

一方、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水対策事業の３つの

特別会計が企業会計へ移行し、一般会計からの支出の性質が変更となったこと等に伴い補

助費等が5億5,177万円（26.4%）の増となり、繰出金が7億5,479万円（42.9％）の減となっ

ています。

構成比 構成比

1,834,722

0.0% 28,016 388.4%

6.3%

災害復旧事業費 35,230 0.3% 7,214

6.7% 1,017,009 11.9%

 その他の経費 8,117,113 47.5% 8,324,116 51.4% △ 207,003 △ 2.5%

 うち物件費 2,068,569 12.1% 2,149,015 13.3% △ 80,446 △ 3.7%

121,384

６年度(2024年度） ５年度（2023年度）

歳出合計 17,071,694 100.0% 16,187,902 100.0% 883,792 5.5%

 義務的経費 5,921,522 34.7% 5,723,757 35.4% 197,765 3.5%

 人件費 2,534,323 14.8%

うち職員給 1,458,185

区　　　分

11.3%

235,343 10.2%

 扶助費 1,543,915 9.0% 1,590,055 9.8% △ 46,140 △ 2.9%

 公債費

8.5% 1,331,359 8.2% 126,826 9.5%

1,843,284 10.8%

14.2%

8,562 0.5%

2,298,980

2,140,029 13.2% 893,030 41.7%

 うち普通建設事業費 2,997,829 17.6% 2,132,815 13.1% 865,014 40.6%

 投資的経費 3,033,059 17.8%

うち補助事業費 1,859,436 10.9% 1,115,806 6.9% 743,630 66.6%

うち単独事業費 1,138,393

524,000 3.1% 520,400 3.2% 3,600 0.7%

 うち維持補修費 1,015,763 5.9% 750,173 4.6% 265,590 35.4%

 うち補助費等 2,644,965 15.5% 2,093,198 12.9% 551,767 26.4%

 うち積立金 858,551 5.0% 1,051,279 6.5% △ 192,728 △ 18.3%

 うち繰出金 1,005,265 5.9% 1,760,051 10.9% △ 754,786 △ 42.9%

 うち貸付金等

増　減 対前年度比

～１.性質別歳出の状況～
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◇歳出決算額の性質別内訳の推移

（単位：百万円）
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（単位：千円）

構成比 構成比

844,429 4.9% 1,530,353 9.5% △ 685,924 △ 44.8%

６年度(2024年度） ５年度（2023年度）
区　　　分

13.6% 512,620 23.2%土 木 費 2,719,187 15.9% 2,206,567

1,152,203 70.3%

17,071,694 100.0% 16,187,902 100.0% 883,792 5.5%

125,532 0.7% 123,947 0.8% 1,585 1.3%

2,806,106 16.5% 3,053,784 18.9% △ 247,678 △ 8.1%

3,572,397 20.9% 3,476,292 96,105 2.8%

10.1%

歳 出 合 計

議 会 費

総 務 費

民 生 費

労 働 費

商 工 費

消 防 費

災 害 復 旧 費

諸 支 出 金

衛 生 費 1,060,275 6.2% 1,140,982 7.0% △ 80,707 △ 7.1%

21.5%

19,232 0.1% 17,955 0.1% 1,277 7.1%

農 林 水 産 業 費 696,836 4.1% 654,862 4.0% 41,974 6.4%

公 債 費 1,843,284 10.8% 1,834,722 11.3% 8,562 0.5%

558,824 3.3% 503,065 3.1% 55,759 11.1%

教 育 費 2,790,362 16.3% 1,638,159

0 0.0% 0 0.0% 0 －

35,230 0.2% 7,214 0.0% 28,016 388.4%

増　減 対前年度比

～２.目的別歳出の状況～
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◇歳出決算額の目的別内訳の推移

（単位：百万円）
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◇歳出決算額の大きかった事業

（単位：千円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

1,200,970

304,114

402,560 △ 1,657

△ 8,307

△ 793

介護保険特別会計繰出金

6,432210,927

事　　業　　名
６年度

(2024年度）
５年度

(2023年度）

△ 5,254

ふるさと寄附金推進事業 558,251 632,372 △ 74,121

除雪対策事業 978,277 631,881 346,396

増　減

314,875 323,182

中小企業資金預託信用保証事業

242,622 210,399 32,223

400,903

303,321

740,794

新たな小学校づくり事業（前年度繰越分含） 1,619,598 418,628

国民健康保険特別会計繰出金

介護・訓練等給付事業

後期高齢者医療市町村負担事業

ケーブルテレビ運営事業

地域中核医療機関支援事業

児童手当給付事業

183,331 188,512 △ 5,181

工業用地価格安定対策事業 201,000 201,000

市営住宅整備事業（R6のみ前年度繰越分含） 207,225 107,623 99,602

低所得者支援及び定額減税補足給付金給付事業 187,777 0 187,777

158,87736,216195,093新統合小学校周辺道路環境整備事業（R6のみ前年度繰越分含）

0

198,978 200,181 △ 1,203

保育所運営事業 217,359

171,925 184,024 △ 12,099

566,746 558,336 8,410

基金積立金事業 552,845 715,280 △ 162,435

公債費 1,842,476 1,834,160 8,316

岳北広域行政組合分担金 776,895 829,705 △ 52,810

下水道・農業集落排水事業繰出金 735,540
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○基金残高及び主な財政指標の状況

◇年度末現在の基金現在高 （単位：千円）

◇基金残高（土地開発基金を除く）の推移 （単位：百万円）

～１.基金残高は55億9,954万円～

基　　金　　名
６年度

(2024年度）
５年度

(2023年度）
増　減

飯山市財政調整基金 1,591,169 1,752,270 △ 161,101

飯山市減債基金 1,156,537 1,215,219 △ 58,682

飯山市産業振興基金 206,448 226,203 △ 19,755

飯山市環境施設整備基金 423,753 473,240 △ 49,487

飯山市福祉基金 36,761 36,722 39

飯山市教育振興基金 117,724 129,584 △ 11,860

飯山市文化振興基金 133,249 137,600 △ 4,351

飯山市都市交通施設整備基金 82,548 82,459 89

愛する飯山ふるさと基金 1,316,820 1,481,257 △ 164,437

飯山市まち・ひと・しごと創生基金 9,412 4,407 5,005

飯山市退職手当基金 214,637 214,405 232

飯山市斑尾高原保健休養地管理基金 9,181 9,780 △ 599

飯山市育英事業基金 46,413 46,398 15

飯山市子ども未来基金 30,337 30,304 33

飯山市情報化推進基金 191,994 205,494 △ 13,500

飯山市森林環境譲与税基金 32,555 25,979 6,576

財政調整等基金・特定目的基金　計 5,599,538 6,071,321 △ 471,783

飯山市土地開発基金 803,563 803,286 277

合　　計 6,403,101 6,874,607 △ 471,506

令和６年度（2024年度）は、計13億3,033万円の基金取り崩しを行いました。主なも

のとして、ふるさと寄附金寄附者の意向に合わせた60事業へ充当するための愛する飯山

ふるさと基金の取り崩しが4億6,530万円、財政調整基金の取り崩しが4億6,300万円、減

債基金の取り崩しが3億円となっています。

また、愛する飯山ふるさと基金に3億86万円、財政調整基金に3億190万円、減債基金

に2億4,132万円など、計8億5,855万円の基金積立を行いました。

これにより、基金残高は、前年度と比べ4億7,278万円（7.8％）減の55億9,954万円と

なりました。

1,611 2,078 2,158 2,154 2,057 2,257
2,858 2,859 2,967 2,748

1,565
1,445 1,356 1,189 1,119

1,417

1,538 1,646 1,623
1,534

579
705 898 1,184 1,461

1,780

1,763

1,607 1,481
1,317

0
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

財調・減債 その他特目基金（ふるさと基金以外） ふるさと基金

H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021)R4(2022) R5(2023) R6(2024)
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◇経常収支比率の推移 （単位：％）

◇実質公債費比率・将来負担比率の推移 （単位：％）

1　  実質公債費比率

2 将来負担比率

　経常収支比率は、経常経費充当一般財源（人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当さ
れた一般財源）が、経常一般財源（一般財源総額のうち地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財
源）、減収補填債特例分及び臨時財政対策債の合計額に対し、どの程度の割合となっているかをみることにより財政構造
の弾力性を判断するものです。

※ 標準財政規模　　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、
　　 　　　　　　　　　　 標準税収入額等に普通交付税等を加算した額をいいます。

　地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模※に対する比率で、早期健全
化基準については25％、財政再生基準は35％となっています。

　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものを含め、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準
財政規模※に対する比率で、市町村は350％が早期健全化基準となっています。

～２.財政指標について～

令和６年度（2024年度）の主な財政指標を前年度と比較すると経常収支比率は、0.1

ポイント減少し、91.6％となりました。

また、健全化判断比率の実質公債費比率は、0.1ポイント下降し、11.7％となり、将

来負担比率は、将来負担額を充当可能財源等が上回ったため「－（数値なし）」とな

りました。
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公共下水道事業特別会計については、R６(2024)年度から公営企業会計へ移行しました。

特定環境保全公共下水道事業特別会計については、R６(2024)年度から公営企業会計へ

移行しました。

※

※

～【資料】特別会計決算について～
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国民健康保険特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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公共下水道事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

(2015)   (2016)  (2017)      (2018)  (2019)      (2020)      (2021)  (2022)  (2023) (2024)
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特定環境保全公共下水道事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
(2015)   (2016)  (2017)      (2018)  (2019)      (2020)      (2021)  (2022)  (2023) (2024)

16



介護サービス事業特別会計については、当該事業に特別会計を設けることが必須ではなく、事務
の効率化を図るためH29年度から介護保険特別会計に統合し、H28(2016)年度末において廃止し
た。

※
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福祉企業センター特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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簡易水道特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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農業集落排水事業特別会計については、R６(2024)年度から公営企業会計へ移行しました。※
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農業集落排水事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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ケーブルテレビ事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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介護保険特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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駐車場事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

230 240 253 255 256 263 263 264 275

321

228 238 251 254 255 263 262 263 275

320

80 85 87 88 81 79 78 81 82 90

0

50

100

150

200

250

300

350

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

後期高齢者医療特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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◇未収金の推移
（単位：千円）

R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023) R6(2024)

市税関係 34,308 19,929 19,091 17,919 13,328

税外・その他 45,029 41,392 23,696 31,097 19,077

合計 79,337 61,321 42,787 49,016 32,405

～【資料】未収金の状況について～
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